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第 １ 章  総 則 

 

１ 適用範囲 

本仕様書は、表記整備に適用する。 

 

２ 用語の定義 

この仕様書において使用する用語は、次に定めるところによる。 

⑴ 指示とは、総括監督員、主任監督員又は担当監督員（以下「監督員」という。）が受注者に対し、その整備の

遂行に必要な事項について書面又は口頭にて、実施させることをいう。 

⑵ 承諾とは、受注者の報告又は提案事項について、監督員が同意することをいう。 

⑶ 協議とは、監督員と受注者が対等の立場で合意することをいう。 

⑷ 設計図書とは、仕様書・内訳書・添付図面を総称していう。 

 

３ 整備業務の履行 

本整備は設計図書により、監督員の指示に従い、正確に整備業務しなければならない。 

 

４ 疑義の確認 

本仕様書に明記されていない事項又は内容について疑義が生じた場合は、監督員と協議の上定める。 

 

５ 法規の遵守 

受注者は整備業務に当たり、次の各号に掲げる法令その他関係諸法規を遵守して整備を安全かつ円滑に施行し、

その適用及び運用は受注者の責任において行なわなければならない。 

⑴ 京都市上下水道局契約規程 ⑸ 建設業法 

⑵ 労働基準法 ⑹ 建築基準法 

⑶ 労働安全衛生法 ⑺ 電気事業法 

⑷ 下水道法 ⑻ その他関係法令、例規等 

 

６ 書類の提出 

受注者は、工事関係書類を遅滞なく提出しなければならない。 

なお、様式及び提出部数については、監督員の指示によるものとする。また、契約後、区分紙を挿入した提出書

類用ファイルを作成し、速やかに提出すること。 

 

７ 現場代理人等 

⑴ 受注者又は当局の承諾を得た代理人は、整備期間中現場に常駐して指揮に当たらなければならない。ただし、

現場代理人の整備現場における運営、取締り及び権限の行使に支障がなく、かつ、監督員との連絡体制が確保さ

れると認めた場合には、常駐を要しないこととすることができる。 

⑵ 現場代理人等を不適当と認めるときは、これを交代させることがある。 

 

８ 適用規格 

整備の適用規格は次の各号のとおりとする。 

⑴ 日本産業規格(JIS) ⑸ 日本電機工業会標準規格(JEM) 

⑵ 日本下水道協会規格(JSWAS) ⑹ 電気学会電気規格調査会標準規格(JEC) 

⑶ 日本水道協会規格(JWWA) ⑺ 電気設備に関する技術基準 

⑷ 機械学会設計基準 ⑻ その他関係規格及び基準 

 

９ 励行及び厳禁 

受注者は、場内の立入禁止･火気厳禁･使用禁止等の指定場所施設における指示事項等を厳守するように、従事者

を指導管理しなければならない。 

 

１０ 指示・承諾 

次の各号に挙げる事項については、すべて監督員の指示又は承諾を受けなければならない。 

⑴ 整備の施行順序・方法・工程 ⑶ 既設の機器設備の運転・停止に関すること 
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⑵ 整備に使用する仮設物 

１１ 関係監督官庁への許認可申請等 

⑴ 法令で定められた関係監督官庁への許認可申請等の手続きは、受注者において迅速に処理しなければならない。 

⑵ 関係監督官庁、その他の者に対し交渉を要するとき、又は交渉を受けたときは遅滞なくその旨を監督員に申し

出て、その指示に従わなければならない。 

 

１２ 納入材料及び機器 

⑴ 整備において納入する材料及び機器は、すべて未使用の製品を用いること。品質又は品名等が明示されていな

いものを納入するときは、監督員の承諾を受けなければならない。 

⑵ 納入現場に搬入する材料及び機器は、すべて監督員の確認を受けること。この手続きを怠り、監督員が不適当

と認めたときは、使用後であってもこれを適当品と取り替えなければならない。 

 

１３ 電力及び雑用水 

整備に必要な電力及び雑用水は、場内の別に指定する位置より支給する。ただし、支給を受けるに当たって、受

注者は監督員の指示に従わなければならない。指示に反するときは、当局は支給を止めることができる。 

 

１４ 既設構造物の保護 

整備業務に当たって、受注者は地上及び地下の既設物その他に支障を及ぼさないように、防護措置をとらなけれ

ばならない。 

 

１５ 運搬及び保管 

⑴ 破損等のないように入念に荷造りし、発着後の整理保管には十分に注意を払うこと。 

⑵ 各種材料機器の発送に当たっては、発送人名と受取るべき受注者名及び表記整備名を明確に記し、荷受に当た

っては受注者が責任をもって処置すること。荷受すべき受注者不在のときは原則として日時を改めるものとする。 

なお、下請人が直接発送するときは、必ず受注者名を明記すること。 

 

１６ 整備現場発生品 

受注者は、整備業務によって生じた現場発生品(発注者への返納品等)について、現場発生品の調書を作成し、監

督員に提出しなければならない。 

 

１７ 建設副産物の適正処理について 

発生品のうち、産業廃棄物については、廃棄物の処理及び清掃に関する法律に基づき、受注者が責任を持って合

法的に廃棄処分すること。当該廃棄物については、産業廃棄物管理票（紙マニフェスト）又は電子マニフェストを

発行し、廃棄処理が適正に行われていることを確認するとともに、そのＡ票、Ｂ２票、Ｄ票等の写しを監督員に提

出すること。 

なお、管理票は整備完了後から、５年間保存しなければならない。 

 

１８ 安全管理 

⑴ 受注者は本整備に関する公衆災害、交通事故、労働災害、物件損傷その他の事故等の発生を未然に防止するた

め、必要かつ十分な安全管理の措置を講じること。 

⑵ 受注者は整備業務に当たり、安全管理に関する諸法規及び関係通達等を遵守のうえ、安全で円滑な施行を図り、

適宜必要に応じて、地下埋設物・酸素欠乏症・火災・感電・墜落・爆発等の事故防止に努めなければならない。 

⑶ 受注者は、本整備の安全施行の確保に必要かつ十分な安全管理体制を組織すること。 

⑷ 受注者は自己の従業員はもちろんのこと、下請関係者等を含めた整備関係者全員に安全管理について周知徹底

させること。 

⑸ 受注者は、整備現場における事故防止のため、現場内の整理整頓、保安設備の設置等を行い万全を期すること。 

⑹ 受注者は、事故防止に備えて、標示・標識・ロープ・保安柵・注意灯・酸素欠乏測定器等、その他緊急時に必

要な器具、機器及び資材等を常備しておくこと。 

 

１９ 受注者の負担 

次の各号に要する費用は、受注者の負担とする。 

⑴ 軽易な事項で、設計図書に明記されていなくても、施行上並びに完了後の運転維持管理上欠くことのできない

材料及び作業 
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⑵ 各検査・試験及び写真撮影 

⑶ 整備の手直し、又は過誤使用により生じる材料及び労力 

⑷ 現場事務所・材料倉庫その他の仮設物の設置並びに撤去 

⑸ 整備期間中の安全管理施設や材料の運搬搬入並びに管理 

⑹ 関係監督官庁への許認可申請等の事務等に要する費用 

 

２０ 施設停止及び他整備等との競合 

受注者は整備業務に当たって、処理施設の停止を必要とする場合は、綿密な計画を立て、最短の停止期間で施行

すること。また、他整備等と競合する場合は監督員が施行期間の指定をする場合がある。 

 

２１ 段階確認 

受注者は、試運転時及びその他監督員が求める施工段階において、段階確認を受けなければならない。 

 

２２ 完了検査 

⑴ 整備が終了すれば、受注者は直ちに現場内を清掃整理のうえ、下検査を行った後、当局の完了検査を受けなけ

ればならない。 

⑵ 完了検査に当たって、監督員の指示がある場合は受注者が立ち会うこと。 

⑶ 検査の結果、不合格の箇所があったとき、受注者は監督員の指示する期間内に手直しを完了しなければならな

い。 

 

２３ 保証・契約不適合 

⑴ 完了検査合格後、一年以内に天災その他不可避的な事故によらないで、整備目的物に欠陥・不備が発見された

ときは、当局が指定する期間内に、受注者の負担において補修を行わなければならない。 

なお、当該個所は補修後検査を受け、更に検査合格後一年の保証を行わなければならない。上記の期間を越え

る場合においても、受注者はその契約不適合責任を免れることはできない。 

⑵ 受注者が前項に規定する義務を履行しないときは、当局は受注者の負担において、第三者にこれを履行させる

ことができる。 

 

２４ 損害補償 

受注者は材料等の現場搬入時、又は施行時に既設構造物、機器、道路等を損傷した場合、及び第三者に損害を与

えた場合は、復旧又は賠償の責任を負うこと。 

 

２５ 整備写真 

受注者は、検査の資料となる記録写真（カラー）を作業前、作業中、作業後等、進行状況に応じて作業工程ごと

に撮影し、完成後、説明などを書き添えて、写真帳に整理すること。 

カメラは、銀塩カメラ又はデジタルカメラとする。 

写真の大きさは、サービスサイズ（カラー）を標準とする。 

写真帳はＡ４版を標準とし、表紙には契約年度、整備件名、受注者名、期間等を記入する。 

デジタルカメラの写真を印刷する場合は、Ａ４版の上質紙とし、銀塩カメラの写真に比べて著しく劣ることのな

い画質であること、また、通常の使用条件のもとで５年間程度劣化が生じないものであることとする。 

なお、デジタル工事写真の小黒板情報電子化を行う場合は、「デジタル工事写真の 小黒板情報電子化についての

一部改定について」（令和 5 年 3 月 15 日付け国技建管 第 6 号）に基づき実施しなければならない。 

 

２６ 雑則 

⑴ 受注者は整備業務に当たって、特許権その他第三者の権利の対象となっている施工方法等を使用する場合は、

その使用に関する一切の責任を負うものとする。 

⑵ 本仕様書の第２章以降及び内訳書、添付図面に記載された事項は、本仕様書の第１章に優先する。 

⑶ 水環境保全センターにおいて環境マネジメントシステムを運用していることに鑑み、受注者は環境に配慮した

整備業務に努めなければならない。 

⑷ 受注者は整備業務に当たっては、可能な限り本市に本店を有する事業者から資材及び労務等の調達に努めるこ

と。 



１ 概要

　本整備は、「京都市上下水道局自家用電気工作物に関する保安規程」に基づき、高圧自家発電設備
の点検整備を行うものである。

２ 整備場所

　京都市伏見区横大路千両松町２５５番地
　京都市上下水道局下水道部伏見水環境保全センター

３ 整備期限

　本整備の期限は、令和９年３月１５日とする。

４ 整備機器

　別紙、整備対象機器一覧表参照

５ 整備内容

　(1) 2号発電機
ア 外観構造点検及び清掃
イ 口出線の点検、締付部確認
ウ 軸受部の油漏れ点検、注油及びベアリング音響等確認
エ 固定子巻線、鉄心、ダクトの目視点検及び簡易清掃
オ 回転子巻線、鉄心、ダクト、ダンパーの目視点検及び簡易清掃
カ 励磁機巻線、鉄心、ダクトの点検清掃
キ 整流部素子、コンデンサの点検
ク ＰＧ口出線、カップリングの点検
ケ 振動測定
コ 温度上昇
サ 空隙測定（励磁機でエアー測定）
シ 絶縁抵抗測定
ス 軸受温度計の点検（サーモカップルの抵抗、室温測定）
セ 試運転調整

　(2) 発電機盤、発電機主幹盤
ア 外観構造点検及び清掃
イ 取付計器及び表示灯の指示確認
ウ 操作開閉器類の動作確認
エ 配線類の点検及び端子の増締め
オ 絶縁抵抗測定
カ 真空遮断器の外観構造、操作機構点検
キ 計器用変成器の外観構造、ヒュ－ズ類、配線接続点検
ク 保護継電器の外観構造点検、特性試験及び清掃
ケ シ－ケンステスト

　(3) 自動始動盤、発電機同期盤、発電機補機盤
ア 外観構造点検及び清掃
イ 取付計器及び表示灯の指示確認
ウ 操作開閉器類の動作確認
エ 配線類の点検及び端子の増締め
オ 計器用変成器の外観構造、ヒュ－ズ類、配線接続点検

第２章　細　 則
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カ 電圧調整器の点検、動作確認
キ 同期装置の点検、動作確認
ク 絶縁抵抗測定
ケ 負荷分担装置の点検、動作確認
コ シ－ケンステスト

６ その他

　(1) 受注者は、機器の構造機能を熟知した専門技術者を作業者として派遣すること。

　(2) 本整備は平日の停電作業とし、工程及び作業内容等については監督員と打合せを行うこと。
　　　また、平常の運転において故障等が発生した場合は、速やかに技術者を派遣し対処すること。

　(3) 整備において不良箇所等が発見された場合は、監督員と協議し、その結果に従うこと。
　　　ただし、軽微なものは受注者負担により、部品交換等の処置を行うこと。

　(4) 本仕様書明記以外にも、機器の保守上必要なことはすべて行うこと。

　(5) 軽微な交換材料等の廃材が発生した場合は、当センター内の集積場所へ返納すること。
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種別

1 面

1 面

1 面

1 面

1 面

1 面

1 面

2 台

1 台

不足電圧(UV) 2 台

過電流(OC) 2 台

過電圧(OV) 2 台

地絡過電圧(OVG) 1 台

地絡方向(DG) 2 台

地絡方向(DG) 2 台

逆電力(DG) 2 台

比率差動(HRDf) 2 台

2 台

1 台

1 台

  整 備 対 象 機 器 一 覧 表  

交流励磁機

ECOUP-S

１号発電機

電流 262A

周波数 60Hz

出力 1500kVA

電圧 3φ 3300V

型式 YEFC10UP-RD

ﾌﾞﾗｽﾚｽ同期発電機

極数 4P

励磁電圧／電流 102V/77.9A

耐熱クラス 155(F)

製造番号

力率 0.8

回転数 1800min-1

台数 1台

1800min-1

12P

75V/10.5A

155(F)

-

29kVA

3φ 190V

88.1A

180Hz

0.9

1500kVA 29kVA

3φ 3300V 3φ 190V

262A 88.1A

２号発電機

ﾌﾞﾗｽﾚｽ同期発電機 交流励磁機

YEFC10UP-RD ECOUP-S

4P 12P

102V/77.9A 75V/10.5A

155(F) 155(F)

60Hz 180Hz

0.8 0.9

1800min-1 1800min-1

Z00485-2 -

1台 1台

2022年

Z00485-1

Y922766-5

250269、2X0031

67G1、67G2 K2ZC-K2GF-N 220092、220268

67PG1、67PG2 K2ZC-K2WR-NR 220018、220053

87G1、87G2 CGP2-A42D1
9BC51504706
9BC70204707

製造年度

製造者

1台

2022年

（株）日立製作所 （株）日立製作所

数量

配電盤

１号発電機盤 B1-G-G11

１号自動始動盤 B1-G-G12 Y922766-4

２号発電機盤 B1-G-G21 Y922766-7

２号自動始動盤 B1-G-G22 Y922766-8

発電機主幹盤 B1-G-G13 Y922766-6

発電機同期盤 B1-G-G15 Y922766-3

発電機補機盤 B1-G-G14 Y922766-1

285298-6

保
護
継
電
器

27G1、27G2 K2ZC-K2VU-NS 220237、230050

51G1、51G2 K2ZC-K2CA-N 170074、170234

59G1、59G2 K2ZC-K2VA-N 220256、230031

64GF K2ZC-K2GV-NT 260378

67GF1、67GF2 K2ZC-K2GF-N

製造者／製造年 （株）日立製作所／2022年

機器 型式/仕様

電圧調整器(AVR) AVR1、AVR2
HBP-15SE-1T-

R2
Y922766-8A
Y922766-4A

自動負荷分担装置 ALS ALS-210R-3 -

自動同期装置 SY ASY-96 -

収納機器

真空遮断器(VCB) 52G1、52G2 V-3F-25G
285840-2
285840-3

真空遮断器(VCB) 52GF V-3F-25G



案内図
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